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2026 年度業務品質調査状況（中間状況）等について 
 

１．趣旨 

○2026 年度の業務品質調査の状況（中間状況）について以下のとおりご報告申し上げます。  

○今年度の運営の厳格化により、複数の代理店において、認定継続とならない事例が発生しております。 

２．2026 年度業務品質評価基準・運営 

○2026 年度は保険業法・監督指針・生保協会自主ガイドラインの改正や乗合代理店への行政処分事案等 

に応じて、代理店の実態確認を強化するために、主に下記 3 点について、調査運営を強化・厳格化して 

おります。 

強化内容 ポイント 

（１）重点確認項目の設定 
評価基準の「基本項目」内に重点的に確認を行う「重点確認項目」を

新設 

（２）深度のある調査への変更 
重点確認項目を中心にオフサイト・オンサイト調査ともに深度のある

調査を実施 

（３）経営陣の関与 調査全般において経営陣の関与を義務付け 

○また、公表済み監督指針改正等を踏まえた、"【第 1 弾】評価基準の新設・見直し"の実施と、１２月１７日に 

公表の監督指針の一部改正案を受けた見直し"【第 2 弾】評価基準の新設・見直し"を実施しております。 

（【第 1 弾】A 版の新設設問は 8 設問、統合・変更設問は 50 設問（軽微な修正・追記を含む）） 

★評価基準・達成条件の３段階での公表★ 

評価基準・達成条件 【第 1 弾】A 版 【第 2 弾】B 版 【第 3 弾】C 版 

内容 

○出向者・過度な便宜供

与等の新設・改正 

○社保潜脱設問の改正、 

  再委託禁止設問の 

  新設等 

○以下 3 点を新設 

①役職員等の評価・報酬 

体系 

②特別利益の提供 

③特定大規模乗合代理   

店の態勢整備 

○意向把握・確認義務、

比較推奨販売 

公表時期 2026 年 2 月 26 日 2026 年 7 月 17 日 未 定 

調査方針 

調査開始時点でガイドラ

インに沿った対応を求め

る。（従来の調査対応方

針と同じ） 

調査開始時点でガイドラ

インに沿った対応を求め

る。（従来の調査対応方

針と同じ） 

調査開始後、代理店毎の

対応状況を経営陣にヒア

リング。態勢整備への対

応が可能な時期を確認

し、レポート等を協会に

提出いただく。※ 

(※) 【第 3 弾】C 版の調査方針案については、監督指針等の改正案に対するパブリックコメント結果の 

公表等を踏まえ、「（資料２）第 3 弾：評価基準・達成条件について」にて説明。 

 

資料１ 
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3.重点確認項目について 

○2026年度から、調査運用強化の一環として代理店の実態確認を行う「重点確認項目」を基本項目内に

設定し、より深度の高い調査を行っております。 

○また、重点確認項目は「経営陣へのヒアリング」において、「どのようにPDCAを回しているのか」という

視点にて確認を行い、達成条件の視点との整合性や経営陣の考えを深掘りしております。 

★重点確認項目一覧★ 

No. 重点確認項目（評価の視点） 設問 No 備考 

1 意向把握・確認義務 ー ※ 

2 比較推奨販売 ー ※ 

3 募集時の禁止行為 No.13 変更 

4 苦情管理態勢 No.64、65  

5 個人情報保護 

（出向者等による情報漏えい対応） 

No.99-1・2、106 変更 

6 内部監査 No.121、124 変更 

7 便宜供与 No.155-1～5 2026 年度新設 

8 出向者 No.156-1・2 2026 年度新設 

（※）監督指針等の改正案に対するパブリックコメント結果公表、協会ガイドラインの改正等を踏まえ検討予定 

○なお、No.157「社会保険の潜脱行為がない旨を全件確認」、No.174「再委託禁止の遵守」は重点確認

項目ではないものの、重点確認項目と同様の深度での調査を実施しております。 

4.調査の状況（初回・定期・更新調査） 

〇 今年度調査は、A版・B版・C版の評価基準・達成条件に応じ、分割にて実施しております。 

〇 既に更新調査は全ての代理店で実施済みです。現在は定期調査を実施しております。 

〇 初回調査申込は３１社ありましたが、うち１1社が入金前に取下げとなっております。 

  （6月1日～8月31日まで実施しておりました追加申込は２社から申込がございました） 
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5.更新調査の状況 

○複数の代理店においてNo.157「社会保険の潜脱行為がない旨を全件確認」、No.174「再委託禁止の

遵守」の評価基準・達成条件を満たすことができず、「認定継続」とならない状況です。 

○以下は更新調査で判明した主な事例となります。 

 【社会保険の潜脱行為に抵触懸念】                                                   

 
○その他、社会保険制度の趣旨を逸脱し、社会保険料負担の軽減を主たる目的としていると評価される 

可能性がある事例として、以下が考えられます。 

○今後、有識者等への確認を行った上で、達成条件への該当性について判定を実施してまいります。 

事象 考え方 

「歩合給」（業績給）部分を 

年2回の賞与として支給 

月例給与を最低賃金水準の基本給（固定給）のみとし、本来月次で支払う

べき歩合給相当額を年2～3回の賞与として支給するケース。高額報酬

者を中心に、結果として社会保険料負担が相対的に軽減されるため、制

度趣旨との整合性が問題となる可能性がある。 

役員報酬を最低限の月額に

抑え、残額を事前確定届出

給与（役員賞与）として支給 

「役員報酬（低額）＋事前確定届出給与（高額賞与）」という支給形態自体

は直ちに違法ではない。しかし、社会保険料の削減効果を主目的とした

ものと認められる場合には、社会保険制度の潜脱と評価されるリスクが

ある。 

試用期間（2か月）中は 

社会保険に加入しない 

正社員として採用され、入社日から社会保険の加入要件を満たしている

場合には、試用期間が2か月であっても原則として入社日から社会保険

へ加入する必要があり、試用期間を理由とした未加入は認められない。 
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【再委託の禁止行為に抵触懸念】                                                   

 

○今後、定期調査、初回調査を実施していく中、上記以外の事例が発生する可能性もあり、当会としても 

引き続き厳正な調査を実施してまいります。 

 

6.（ご参考）厚生労働省・金融庁連携の通達 

○平成29年3月に、当会宛てに「厚生年金保険法等に基づく届出の適正化の徹底について」の通達があり

ました。 

○標準報酬の対象となる「報酬」について、「名称を問わず、労働の対償としてうけるすべてのもの」と定め

られており、現在でも通達内容の考え方は継続されております。 

 

 

以上 


